
あ
な
た
が
扶
養
し
て
い
る
親
族

（
取
り
消
す
場
合
は
、右
記
取
消
に
○
）

取
消

取 

消

取 

消

取 

消

取 

消

取 

消

取
消

※裏面にも記入する欄があります。

3 市民税・県民税の
納付方法

4 収入がなかった人の記入欄 （収入のなかった人は､必ず記入してください。）
１ 次の人の扶養又は仕送りを受けていた。

住所

氏名

２ 次のいずれかの給付等を受けていた。
遺族年金・障害年金・雇用保険
その他(　　　　　　　　　　）

貯金・生活保護・手当
その他(　　　　　　　　　　）

①　通知カード・住民票
②　免許証・保険証・障害手帳
その他（　　　　　　　　　 ）

年額　　　　　　　　　　　　　円

3 左の1､2に該当しない場合は､生活費を
どのように工面していましたか。

一 般 給 与 源泉徴収票を添付してください。
源泉徴収票のない方は、裏面5にも記入して
ください。

遺族・障害年金等は、含みません。

所得の種類 収入金額（円） 必要経費（円） 控　　除（円）

専従者給与

公的年金等

業 務

そ の 他

営 業 等

農 業

不 動 産

配 偶 者 の 氏 名
個人番号（マイナンバー)

扶 養 親 族 の 氏 名
個人番号（マイナンバー)

同一生計配偶者（控除対象配偶者を除く。）

続柄 障害者控除

障害者控除

同居・別居（別居の場合の住所）

同居・別居（別居の場合の住所）生 年 月 日

生 年 月 日

死 別・離 別・生 死 不 明 身体　 級・精神　 級・療育　 級（学校名）

寡 婦 控 除□
ひとり親 控 除□

□

□

勤 労 学 生 控 除

雑 損 控 除

医 療 費 控 除

（ 該 当に 〇 ）利 子・配 当・
一時・総合譲渡（短期・長期）

雑

専従者控除額

専従者控除額

専従者控除額

特別控除額
※分離課税分等は、裏面9に記入してください。

１ 所得金額

2 所得から差し引かれる金額（控除を受ける場合は、証明書等が必要です｡）

社会保険料控除

生 命 保 険 料 控 除
（支払額を記入）

地震保険料控除
（支払額を記入）

小規模企業共済等
掛 金 控 除

損害額

支払った医療費□

スイッチOTC医薬品購入費□
国民年金・国民健康保険
等の支払金額の合計

保険金等補填額

地震保険料 旧長期損害保険料

新
一般生命

旧
一般生命

新
個人年金

旧
個人年金

保険金等補填額

※下記赤枠内が未記入の場合は、年末調整済みの給与源泉徴収票又は確定申告書の内容が反映されます。
　なお、判定の時期は、令和７年12月31日の現況です。

級級級

□自分で納付する（普通徴収）
□給与から差引き（特別徴収）

面 接 者

□　マイナンバーカード

市 申
発送希望

還 付
不 要

裏 面
個人番号
確認書類 有・無

入 力
本 人
父・母
夫・妻

月
期

円（ ）

点
線
の
中
に
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い

点
線
の
中
に
は
記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い

市 記 入 欄

給 与

年 金

業 務
他 雑
営 業
農 業
不動産
利 子
配 当
一 時
総譲短
総譲長

合 計

社 保

小 企

生 保

地 保

上記まで
の 小 計

雑 損

医療費

寡 婦
ひとり親
勤 学
障 害

配偶者

扶 養

基 礎

合 計

配偶者
特 別

特定親族
特　別

給与

円

給与・年金所得以外（令和8年4月1日において65歳未満の人
は給与所得以外）の所得に係る市民税・県民税の納付方法

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円

令和 ８ 年度 市民税・県民税申告書
現住所

電 話 番 号

台 帳 番 号

宛 名 番 号
個 人 番 号
(マイナンバー)

氏名

フリガナ

提出

受付印

安城市長
年 月 日

生 年 月 日

令和８年
1月1日の住所

ZS05

本 人 障 害

申告書は
3月16日(月)までに
提出してください

申告相談会場は毎年混み合いま
すので、申告書が記入でき、添
付書類がすべてそろった方は、
同封の返信用封筒で郵送してく
ださい。
市民税・県民税申告書は1月中か
ら提出することができます。
早めのご提出をお願いします。

①申告される方のマイナン
バーの記載＋本人確認書
類の提示、又は写しの添付
が必要です。

②｢あなたが扶養している親
族｣欄が未記入の場合、年
末調整済みの給与所得の
源泉徴収票又は確定申告
書が反映されます。

注 意

市民税・県民税申告
書を記入する際は別
添の手引きをご一読
ください。

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

大・昭
平・令
西 暦

大・昭
平・令
西 暦

大・昭
平・令
西 暦

大・昭
平・令
西 暦

大・昭
平・令
西 暦

身体  精神  療育

級級級

身体  精神  療育

級級級

身体  精神  療育

級級級

身体  精神  療育

級級級

身体  精神  療育

□同居　□別居 (
　　　　　　　　　　　　　　  )
□特定親族 ( 円)

介護医療

□同居　□別居 (
　　　　　　　　　　　　　　  )
□特定親族 ( 円)
□同居　□別居 (
　　　　　　　　　　　　　　  )
□特定親族 ( 円)
□同居　□別居 (
　　　　　　　　　　　　　　  )
□特定親族 ( 円)

配偶者の合計所得金額

特定親族（特定親族の合計所得金額)

□同居　□別居（

）

給 与

種 類 内 容 記 入 上 の 注 意

公 的
年金等

その他

営 業 等

農 業

不 動 産

雑

・給料、賃金、賞与などから生ずる所得

・年金、恩給などから生ずる所得

・生命保険の年金（個人年金保険）や暗号資産取引などの所得

・農産物の生産、果樹の栽培、家畜の飼育などから
生ずる所得

・卸売業、小売業、製造業、修理業、飲食業、建設業、
運輸業、金融業、サービス業など営業から生ずる
所得

・医師、税理士、作家、内職、家庭教師、ホステス、大
工、各種外交員など事業から生ずる所得

・源泉徴収票の支払金額を記入してください。
・日給の人は日給額から年間の金額を計算してください。
※源泉徴収票を添付してください。

・「必要経費」には、販売した商品の原価、租税公課、雇人費、地
代、家賃、事業用固定資産の損失、減価償却費など営業や事
業による収入をあげるために必要な経費等が含まれます。

・家内労働者、外交員、集金人、電力量計の検針人等の個人
は、最高 65 万円を必要経費とすることができます。

・源泉徴収票の支払金額を記入してください。
※源泉徴収票を添付してください。

・「必要経費」には、種苗・肥料の購入費、雇人費、農
機具等の減価償却費などが含まれます。

・「必要経費」には固定資産税、損害保険料、修繕費、
管理費、減価償却費、借入金の利子、不動産貸付業
用固定資産の損失等が含まれます。

・「必要経費」があれば記入してください。

業 務 ・副業に係る、営利を目的とした継続的な所得 ・「必要経費」があれば記入してください。

○収入金額と必要経費を記入してください。
１ 所 得 金 額 の 説 明市民税・県民税申告書の記入例

○書き方が分からない場合は、赤枠内（住所・氏名欄、扶養親族欄）のみ記入の上、収入の分かる
　書類（源泉徴収票など）と申告する控除の証明書を添付してご提出ください。

（注） 証明書等で確認できない項目は適用されません。

令和 7 年中に収入がなかった方は
この欄に記入してください。

・貸家・貸店舗、アパート、貸地などから生ずる所得
・( 営農などに貸している）農地の賃貸による収入

種 類 内 容 記 入 上 の 注 意

利 子

配 当

一 時

総合譲渡

・株式、出資金などの収益の分配から生ずる所得

・未公開株式で、令和７年中に支払いを受けた配
当については必ず記入してください。　

・「必要経費」には、株式などの元本を取得するため
の負債の利子がある場合はその利子額が含まれ
ます。

・取得日から５年以内に譲渡されたことによる所得は短
期、５年超の譲渡は長期に○を記入してください。

・短期と長期を合わせて特別控除額50万円適用できます。

・収入金額がそのまま所得となります。

・特別控除額50万円適用できます。

・預貯金の利子や貸付信託の分配金などから生ず
る所得（源泉分離課税のものは除く｡）

・賞金、懸賞当せん金、競馬・競輪の払戻金、生命保
険契約の満期返戻金などの一時的な所得

・土地、建物等以外の譲渡所得で、車両、機械、営業
権、著作権、ゴルフ会員権などの資産の譲渡から
生ずる所得

住所、氏名、個人番号、電話番号等を記入してください。

申告される方のマイナンバーの記載＋本人確認書類の提示､または写しの添付が必要です。
【マイナンバーカードをお持ちの方】　マイナンバーカード１点で本人確認ができます。
【マイナンバーカードをお持ちでない方】　以下の２点の書類が必要となります。

番号確認書類
（通知カード、住民票の写し など）

※通知カードは、住民票の記載内容と一致する場合に限ります。

身元確認書類
（運転免許証、パスポート、障害者手帳 など）＋

種 類 内 容 記 入 上 の 注 意 種 類 内 容 記 入 上 の 注 意

雑 損
控 除

勤労学生
控 除

障 害 者
控 除

寡 婦 ・
ひとり親
控 除

・令和７年中に災害や盗難に遭い、その損害額が令
　和７年中の総所得金額等の10分の１を超えるとき
　は、その超えた金額を控除。 配 偶 者

控 除

扶 養
控 除

基礎控除 納税義務者の所得に応じて､受けられる控除

・令和７年中のあなたの合計所得金額が1,000
万円以下で、令和７年中の合計所得金額が
58万円以下のあなたと生計を一にする配偶
者を扶養している場合に受けられる控除。

 （他の納税者の扶養親族とされる人、青色事
業専従者および白色事業専従者は除きま
す。）

・令和７年12月31日(年の途中で死亡された
場合は死亡した日）現在の現況で判定しま
す。

・あなたの令和７年中の合計所得金額が1,000
万円以下で､あなたと生計を一にする配偶
者の令和７年中の合計所得金額が58万円を
超え、133万円以下である人の場合に受け
られる控除。（青色事業専従者および白色事
業専従者は除きます。）

・令和７年12月31日（年の途中で死亡された
場合は死亡した日）現在の現況で判定しま
す。

・あなたと生計を一にする親族（６親等内の
血族および３親等内の姻族）のうち、令和
７年中の合計所得金額が58万円以下である
人を扶養している場合に受けられる控除。

 （他の納税者の扶養親族とされる人、青色事
業専従者および白色事業専従者は除きま
す。）

・令和７年12月31日（年の途中で死亡された
場合は死亡した日）現在の現況で判定しま
す。

・「損害額」は、損害を受けたときの時価で記
入してください。

・「保険金等補填額」は、損害について支払を
受ける損害保険料や賠償金などの金額を記入
してください。

※領収書を添付してください。

・あなたが大学、高等学校などの学生か生徒で勤労
　による所得を有し、合計所得金額が85万円以下で､
　かつ、その所得のうち自己の勤労によらない所得
　の金額が10万円を超えない場合に受けられる控除｡

・本人該当欄の、勤労学生控除にレ点を記入し､
　学校名を記入してください。
※令和７年12月31日時点で学生であったことを

証明するもの（学生証、卒業証書等）のコ
ピーを添付してください。

・あなたやあなたの扶養親族が障害者である場合に受
　けられる控除。
　「障害者」とは、特別障害者以外で、各種障害者手
　帳を有している場合。
　「特別障害者」とは、身体障害者手帳１・２級の
　人、精神障害者保健福祉手帳１級の人、療育手帳A
　判定の人、65歳以上の方で要介護４・５の人など｡
・令和７年12月31日(年の途中で死亡された場合は死亡
　した日)現在の現況にて判定します｡

・本人該当欄の本人障害欄または扶養親族の障害者
　控除欄に、障害の程度（等級）を記入してください。
・障害者控除額・・・・・・・・・・・26万円
・特別障害者控除額・・・・・・・・・30万円
・控除対象配偶者または扶養親族が同居、かつ
　特別障害者である場合の特別障害者控除額
　・・・・・・・・・・・・・・・・・53万円
※手帳などの証明となるもののコピーを添付して

ください。要介護認定の場合は、市町村長（福祉
事務所長等）発行の認定書を添付してください。

・あなたが扶養している親族欄に、配偶者の
　氏名、生年月日、マイナンバー等を記入し
　てください。
・配偶者控除額については、あなたの合計所

得金額に応じて下記金額が控除されます。
・配偶者控除額 ・・・・・・・・ 最高33万円
・老人配偶者控除額 ・・・・・・ 最高38万円
 （老人配偶者：配偶者のうち、昭和31年１月

１日以前に生まれた人）

・あなたが扶養している親族欄に、配偶者の
氏名、生年月日、マイナンバー等を記入し
てください。

・配偶者特別控除額については、あなたの合
計所得金額と配偶者の合計所得金額に応じ
て、最高33万円が控除されます。

・あなたが扶養している親族欄に、扶養親族
の氏名、生年月日、マイナンバー等を記入
してください。

・控除額については下記表をご覧ください。
・16歳未満の扶養親族については控除額はあ

りませんが、非課税判定の対象になります
ので忘れずに記入してください。

特定親族
特別控除

・あなたと生計を一にする親族（６親等内の
血族および３親等内の姻族）のうち、特定
親族（19歳以上23歳未満で、令和７年中の
合計所得金額が58万円を超え、123万円以
下である人）を有する場合に受けられる控
除。（他の納税者の配偶者特別控除対象者ま
たは特定親族とされる人、青色事業専従者
および白色事業専従者は除きます。）

・令和７年12月31日（年の途中で死亡された
場合は死亡した日）現在の現況で判定しま
す。

・あなたが扶養している親族欄に、特定親族
の氏名、生年月日、マイナンバー等を記入
してください。

・「特定親族」の左の□にレ点を記入し、特定
親族の合計所得金額を記入してください。

・特定親族特別控除額については、特定親族
の合計所得金額に応じて、最高45万円が控
除されます。

・基礎控除額・・・・・・・・０円～43万円

・支払保険料の金額の合計額を記入してくださ
　い。
※領収書または社会保険料支払明細書を添付し
　てください。

・支払掛金の金額の合計額を記入してください。
※領収書を添付してください。

・「支払った医療費」の左の□にレ点を記入
　し、診察費、治療費、入院費、医薬品の購
　入費などの合計を記入してください。
・「保険金等補填額」は、補填される医療費、
　分娩手当などの合計を記入してください。
※医療費控除の明細書を作成して添付してくだ

さい｡

・該当欄に各支払保険料の金額の合計額を記入
　してください。控除額ではありません。
・新契約は平成24年１月１日以降に締結した保
　険契約。旧契約は平成23年12月31日以前に締
　結した保険契約。
※控除証明書を添付してください。

・該当欄に各支払保険料の金額の合計額を記入
　してください。
・１つの証明書に、地震保険料および旧長期損害
　保険料の両方の支払証明額が記載されている場
　合は、いずれか一方の控除を選択してください｡
※控除証明書を添付してください。

・寡婦控除か、ひとり親控除のいずれか該当す
る控除にレ点を記入してください。寡婦控除
の場合は「死別・離別・生死不明」欄には該
当に○を記入してください。

・寡婦控除額・・・・・・・・・・・・26万円
・ひとり親控除額・・・・・・・・・・30万円

・令和７年中にあなたが確定拠出年金法に規定する企
業型・個人型年金加入者掛金や心身障害者扶養共済
の掛金を支払った場合に、支払金額の全額を控除。

・令和７年中にあなたやあなたと生計を一にする親
　族の国民健康保険、国民年金保険、厚生年金保険､
　介護保険、後期高齢者医療保険の保険料などをあ
　なたが支払った場合に、支払金額の全額を控除。

・令和７年中にあなたや親族が所有している家屋等
　の地震保険料を支払った場合に受けられる控除。
・「旧長期損害保険料」・・・平成18年末までに契
　約した長期損害保険で、保険期間が10年以上で、
　かつ、満期返戻金が支払われるもの。

・寡婦控除　
　①あなたが夫と離婚、または死別等した後再婚せ

ず、扶養親族を有し、令和７年中の合計所得金
額が500万円以下の場合。

　②夫と死別してから再婚していない、または夫の
生死が不明であって令和７年中の合計所得金額
が500万円以下の場合。

・ひとり親控除
現に婚姻していない者で、総所得金額等が58万円
以下の生計を一にする子（他の納税者の同一生計
配偶者または扶養親族とされる人を除きます。）を
有し、令和７年中の合計所得金額が500万円以下
の場合。

・令和７年12月31日の現況にて判定します。

医 療 費
控 除

・あなたやあなたと生計を一にする親族のために支
　払った医療費がある場合には記入してください。
・医療費が令和７年中の総所得金額等の100分の５
　もしくは10万円を超えるときは、その超えた金額
　を控除（最高200万円まで）。

・「スイッチOTC医薬品購入費」の左の□に
レ点を記入し、特定一般用医薬品等（スイッ
チOTC医薬品）の購入費の合計を記入して
ください。

※①健康診断等の取組を行ったことを明らかに
する書類および②セルフメディケーション税
制の明細書

・令和７年中に健康の保持増進および疾病の予防へ
の取組として一定の取組（予防接種、定期健康診
断、特定健康診査等）を行い、あなたやあなたと
生計を一にする親族のために支払った特定一般用
医薬品等（スイッチOTC医薬品）の購入費がある
場合に記入してください。

・購入費が１万２千円を超えるときは、その超えた
金額を控除（最高８万８千円まで)。

※上記の医療費控除と重複適用はできません。

・令和７年中にあなたや親族を受取人とする生命保
　険契約などの掛け金を支払った場合に支払金額に
　応じて所定の金額を控除。
・生命保険料控除は、新一般生命保険料控除、旧一
　般生命保険料控除、新個人年金保険料控除、旧個
　人年金保険料控除、介護医療保険料控除の５種類
　に分類されます。

社会保険料
控　　除

配偶者特別
控　　除

生命保険料
控　　除

地震保険料
控　　除

セ  ル  フ
メディケーション
税　　制

小規模企業
共済等掛金
控　　除

○記載項目欄のみ記入してください。支払額等から算出する控除額の計算は不要です。
○申告書の赤枠内（本人該当の控除・扶養控除欄）には、該当あれば必ず記入してください。

2　所得から差し引かれる金額の説明

参考：扶養控除額
年少扶養 16歳未満： 0 円平成 22 年１月２日以後に生まれた人

70歳以上：

老人扶養親族のうち、あなたまたは配偶者の直系尊属で、かつ、あなたまたは配偶者と同居している人

昭和 31 年１月１日以前に生まれた人

16歳以上： 33 万円平成 22 年１月１日以前に生まれた人（特定・老人扶養を除く。）

19歳以上23歳未満： 45 万円

38 万円

45 万円

平成 15 年１月２日以後平成 19 年１月１日以前に生まれた人

一般扶養

特定扶養

老人扶養

同居老親等

控

除

額

選択

(注)赤枠内が未記入の場合、年末調整済みの給与所得の源泉徴収票また
　　は､確定申告書の内容が反映されます。
　　既に扶養している親族を外す場合は、氏名等を記入の上、右記の取
　　消に○印を付けてください。

扶養親族のマイナンバーや本人確認書類の提示、
または写しの添付は必要ありません。
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16 10
700,000

安 城 二 郎

子

子


